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１． 15 年 3 月期の連結業績(平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日) 
(1)連結経営成績                             （注）百万円未満は切り捨てて表示しております。 
 売 上 高       営業利益 経常利益 
 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

     百万円    ％
137,647    △2.0
140,438    △3.4

          百万円   ％ 
          8,289     31.8 
          6,290      0.3 

百万円   ％
           7,473    61.5 
           4,626   △1.6 

 
 

当期純利益 
1株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

百万円   ％
        1,453   △28.6
        2,034    19.4

円 銭 
   7  13 
  10  05  

円 銭
        ―

―

％ 
    1.7  
    2.3 

％
    4.1  
    2.4  

％
    5.4  
    3.3  

(注)①持分法投資損益      15 年 3 月期     59 百万円            14 年 3 月期        25 百万円 

②期中平均株式数（連結）  15 年 3 月期  197,124,290 株            14 年 3 月期   202,441,980 株 

   ③会計処理の方法の変更   有  

    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

    ⑤当連結会計年度と同じ方法により算定した場合の 14 年 3 月期の１株当たり当期純利益は 9 円 76 銭であります。 

 
(2)連結財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本
 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

百万円
             173,129 
             189,188 

百万円
              85,866 
              88,817 

％ 
          49.6 
          46.9 

円  銭
442   40 

     447   44 

(注)①期末発行済株式数（連結） 15 年 3 月期  193,982,619 株    14 年 3 月期   198,502,242 株 

    ②当連結会計年度と同じ方法により算定した場合の 14 年 3 月期の１株当たり株主資本は 446 円 72 銭であります。 

 
(3)連結キャッシュ・フローの状況 
 営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

百万円 
         15,732 
       10,512 

百万円
        △2,909 
         △7,133 

百万円 
        △12,280 
          △9,629 

百万円
7,421 

            6,851

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
  連結子会社数  36 社  持分法適用非連結子会社数  0 社  持分法適用関連会社数  1 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
  連結（新規） 1 社 （除外） 3 社   持分法（新規） 0 社 （除外） 1 社 
 
２．16 年 3 月期の連結業績予想(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

 
中間期 
通 期 

百万円
          66,000 
         143,000 

百万円
          3,200 
          9,000 

百万円
          1,500 
          4,000 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   20 円  62 銭 

 

※ 上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。 

 当社の事業を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が記載の

予想数値と異なる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の９ページを参照して下さい。 

   



１．企業集団の状況 

 
当企業集団は、当社（呉羽化学工業株式会社）および子会社３７社（内、連結子会社３６社）、関連会

社４社（内、持分法適用会社１社）から構成され、機能製品、化学製品、樹脂製品の製造・販売をその主

な事業内容とし、更に各事業に関連する設備の建設・補修、物流、環境対策およびその他のサ－ビス等の

事業活動を行っております。 
 
当企業集団の事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次の通りであります。 

 
（１） 機能製品事業（当社および子会社５社、関連会社１社） 
 

・ 当社は、機能樹脂、炭素製品の製造・販売を行っております。 
・ クレハ・ケミカルズ GmbH は、欧州において当社の各種機能製品の販売を行っております。 
・ クレハ・コーポレーション・オブ・アメリカは、米国において当社の各種機能製品の販売を行って

おります。 
・ クレハ・ケ－ピ－エス Inc.は、米国において PPS 樹脂の製造・販売を行っておりますフォ－トロ

ン・インダストリ－ズに投資を行っております。 
 
（２） 化学製品事業（当社および関連会社３社） 
 

・ 当社は、合成樹脂、無機薬品、有機薬品、医薬品、動物用医薬品、農薬、農材の製造・販売を行っ

ております。 
・ ルトガ－ス・クレハ・ソルベンツ GmbH は、ドイツにおいて感圧複写紙用溶剤の製造・販売を行

っており、当社は同社に対し技術供与を行っております。 
 
（３） 樹脂製品事業（当社および子会社 10 社） 
 

・ 当社は、食品包装材、家庭用品、合成繊維等の原料の供給および製品の販売を行っております。 
・ 呉羽プラスチックス㈱は、食品包装材の製造・販売を行っており、当社は同社に対し原料を供給す

る一方、同社製品の購入を行っております。 
・ 呉羽合繊㈱は、合成繊維の製造・販売を行っており、当社は同社に対し原料を供給する一方、当社

は同社製品の一部の購入を行っております。 
・ 加古川プラスチックス㈱は、金属蒸着樹脂製品の製造・販売を行っております。 
・ クレハロン・インダストリ－B.V.は、オランダにおいて食品包装材の製造・販売を行っており、当

社は同社に対し、原料を供給しております。 
・ クレハ・ヨ－ロッパ B.V.は、クレハロン・インダストリ－B.V.に対し投資を行っている他に、欧

州における食品包装材事業の子会社４社に対する投資を行っております。 
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（４）その他事業（子会社２２社） 
 

・ 呉羽運輸㈱は、運送および倉庫業務を行っており、当社は同社に対し同業務の一部を委託しており

ます。 
・ 呉羽テクノエンジ㈱は、産業設備の設計・工事監理および運転保守管理を行っており、当社は同社

に対し同業務の一部を委託しております。 
・ クレハ建設㈱は、土木・建築工事の施工請負を行っており、当社は同社に対して同業務の一部を委

託しております。 
・ 呉羽環境㈱は、産業廃棄物の処理および工場施設内の物流業務を行っており、当社は同社に対して

同業務の一部を委託しております。 
・ 錦商事㈱は、機能製品・化学製品・樹脂製品等の販売を行っており、当社は製品の一部を同社を通

じて販売を行うと共に、原料の一部について同社を通じて購入しております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



企業集団等の状況　系統図

（機能製品事業） （樹脂製品事業）

ｸﾚﾊ･ｹﾐｶﾙｽﾞGmbH 製品の販売 　製品の購入 呉羽ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ ｽ㈱

ｸﾚﾊ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 　製品の購入 呉 羽 合 繊 ㈱

･ｵﾌﾞ･ｱﾒﾘｶ 製品の販売 親
加古川ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ㈱

ｸﾚﾊ･ｹｰﾋﾟｰｴｽInc. 会
　製品の購入 三晃ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ ｽ㈱

その他　３社 社
 （※1､※2､連結子会社各１社） ｸﾚﾊﾛﾝ･ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰB.V.

↑投資

呉 ｸﾚﾊ･ﾖ-ﾛｯﾊﾟB.V.

↓投資

羽 　原料の供給 その他欧州包材４社

（その他事業）

化
呉 羽 運 輸 ㈱  　製品の運送保管の委託

学
呉 羽 ﾃ ｸ ﾉ ｴ ﾝ ｼ ﾞ ㈱  工場設備設計･工事監督等の委託

工
ク レ ハ 建 設 ㈱  　工場設備建設の委託

業 （化学製品事業）

呉 羽 環 境 ㈱ 産業廃棄物処理、工場内物流業務の委託

㈱ ﾙﾄｶﾞｰｽ･ｸﾚﾊ･

錦 商 事 ㈱ 　原料の購入 技術供与等 ｿﾙﾍﾞﾝﾂGmbH

㈱ ｸ ﾚ ﾊ 分 析 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 検査業務の委託 その他　２社（※２）

呉 羽 興 産 ㈱ 不動産管理等の委託

（その他連結子会社１５社）

連結子会社　 ３６社

持分法適用関連会社 １社

※１．非連結子会社で持分法非適用会社 １社
※２．関連会社で持分法非適用会社 ３社

注）その他事業の錦商事㈱につきましては、機能・化学・樹脂製品の販売も行っております。

－３－



２．経 営 方 針 
 

（１） 会社の経営の基本方針 

  

 当社は、創業以来、「オリジナリティのある技術開発」を企業理念の中心に掲げ、独

創的な技術開発を積み重ねてまいりました。今後のいかなる環境変化に対しても、独自

の技術開発力をもって市場のニ－ズに適切かつ迅速に対応していくことが、企業の未来

を力強くきり拓くものと考えております。これからも呉羽化学は、「技術のクレハ」と

「マ－ケティングのクレハ」を両輪のコンセプトとして、市場ニ－ズに的確にフィット

した製品づくりを推進するとともに、グループ各社を含めた事業の選択と資源の集中、

意思決定から実行までのスピードアップ、資産効率の向上を図り、グループ全体の体質

強化を実現し企業価値を高めてまいります。 

 

（２） 会社の利益配分に関する基本方針 

 

当社は、まず利益を向上させ、また、資産効率を高めることにより企業価値を向上さ

せることが株主の皆様の利益につながるものと考えております。利益の配分については、

業績変動の影響はあるものの、まず安定的・継続的な配当を実施することが肝要であり、

その上で企業体質の強化・将来の事業展開に備えた内部留保等に充当することを基本方

針としております。内部留保資金については重点事業分野における新設・増設投資、研

究開発投資に充当するほか、株主の皆様への利益還元の一環として、また株式交換によ

る事業買収等に備えて自己株式の買い入れを継続的に実施してまいります。 

 

（３） 中長期的な会社の経営戦略 

 

当社は、現在推進中の「新中期経営計画（中計ＤＣ）」に沿って高収益体質への転換

を目指し、重点事業分野である樹脂製品、高機能材、医・農薬分野に注力し、ニッチで

もグロ－バルに通用するファイン・スペシャリティ事業の拡大に取り組んでおります。 

昨年度は「選択と集中」の観点から、重点事業分野に注力するべく塩化ビニル樹脂事

業、プラスチック添加剤事業、およびラテックス事業といったコモディティ事業からの

撤退を決定いたしました。 

２００３年度については、過年度に実施した事業再構築の諸施策に引き続き「既存事

業の新たなる展開」および「新規事業の早期立ち上げ」に積極的に取り組み、重点事業

分野による飛躍を図ってまいります。 

 

 

 －４－



（４）会社の対処すべき課題 

 

 今後の我が国の経済見通しにつきましては、国際情勢が流動化し、景気の更なる悪化

が懸念されます。化学工業におきましても、景気の悪化によるアジアを含む世界経済低

迷の懸念など依然厳しい環境下にあります。  

このような状況のもとで、以下の施策を着実に遂行し、社会的に評価される呉羽グル

－プを目指してまいります。 

① グロ－バルな事業展開による業容の拡大 

② 適正な価格で流通する商品価値の確立 

③ 視点をグロ－バルにもち、ニッチな分野でも世界一を目指す研究開発 

④ 連結経営の一層の強化 

⑤ レスポンシブル・ケア（環境保護、安全等に関する自主的管理活動）実施宣言に

沿った地球環境の保護および安全と健康の確保 

 なお、本年 2月にモディファイヤー事業に関連して独占禁止法違反の嫌疑により公正

取引委員会の立入調査を受けました。また、米国においても独禁当局による調査と、関

連する訴訟が提起されました。まだ調査の段階ですが、このような嫌疑を受けたこと自

体が誠に遺憾であり、調査には全面的に協力するとともに、全社員に改めて法令遵守の

徹底を図っております。 

 

（５）コ－ポレ－ト・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 

１.取締役会、監査役会 

   取締役会は原則月１回開催し、社長を議長として経営上の意思決定、業務執行状

況の監督を行なっております。 

   監査役会は常勤２名、非常勤（社外）２名の４名で組織され、取締役会、その他

重要な会議に出席する他、重要な決裁書類を閲覧するなどコンプライアンス、リス

ク管理、内部統制の運用状況等の確認を行い、必要あるときは取締役に意見を述べ

ております。 

なお、経営環境の変化に迅速に対応出来る経営体制を構築するため、平成１４年

６月の定時株主総会の決議をもって取締役の任期を１年に短縮いたしました。 

 

２.コンプライアンスの重視 

   当社は「呉羽化学倫理憲章」に基づき、全社的にコンプライアンスを推進すると

ともに、「景品・表示管理委員会」、「貿易管理委員会」あるいは各部署において、

「独占禁止法コンプライアンス・プログラム」により個別的にコンプライアンス対

応を進めてまいりました。 

 －５－



 －６－

   しかしながら、今般、独占禁止法違反の嫌疑を受けたことを踏まえ、コンプライア

ンス重視の企業風土をより堅固なものとし、また、グル－プ各社を含む組織の末端ま

でコンプライアンス重視の意識の浸透を図るために、「倫理憲章」をグループ全体の憲

章としての「呉羽グループ倫理憲章」とすること、更に、社長直属の「コンプライア

ンス委員会」を設置し、以下の事項について実行し、具体化を図ることといたしまし

た。 
① グループ各社における「呉羽グループ倫理憲章」の周知徹底及びコンプライ

アンス遂行の指導 

② 「コンプライアンス行動基準」の制定及び社内への周知 

③ コンプライアンス教育体系と計画の策定 

④ 社内外相談窓口の設置 

 

３.タイムリ－・ディスクロ－ジャ－ 

  企業情報の提供につきましては、会社説明会や決算説明会ならびにホ－ムペ－ジ

に株主の皆様へのサイトを開設し、当社の事業内容、経営ビジョン、戦略、成績等

の情報を適宜に提供しておりますが、本年 4月の組織改正において企画本部内に広

報部を新設し、従来にも増して社会に開かれた関係を進め、経営の透明性と公正な

情報開示に努めてまいります。 

 

 



３．経営成績及び財政状態 
 

Ⅰ 経営成績 
 

（１） 当期の概況 
                              （百万円）      

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

平成 15 年 3 月期 １３７，６ 4 ７ ８，２８９ ７，４７３ １，４５３ ７円１３銭 
平成 14 年 3 月期 １４０，４３８ ６，２９０ ４，６２６ ２，０３４ １０円０５銭 

増 減 率 △２．０％ ３１．８％ ６１．５％ △２８．６％ △２９．１％ 
※当期と同じ方法により算定した場合の平成 14 年 3 月期の１株当たり当期純利益は 9 円 76 銭（増減率 △26.9%）と

なります。 
 
当期のわが国経済は、構造的なデフレ経済から脱却出来ず、引き続く金融システム不安、更には米国

経済の減速、イラク問題が加わり、景気の先行きに対しての不透明感が一層強くなる中で、今後の展望

が開けないまま推移いたしました。民間設備投資の本格的な回復はみられず、企業の在庫圧縮、個人消

費の低迷といった経済の減速要因は当面解消ができない状況となっております。 
化学工業におきましては、中国をはじめとするアジア向けの輸出は伸長いたしましたが、中東情勢の

影響を受けた原油価格の上昇により原燃料価格が急騰しているにもかかわらず、これらの製造コスト増

を容易に製品価格へ転嫁出来ないなど、依然厳しい環境下にあります。 
当社およびグル－プ各社は、このような状況のもとで、現在推進中の「新中期経営計画（中計ＤＣ）」

に沿って高収益体質への転換を目指し、重点分野である樹脂製品、高機能材、医・農薬分野に注力し、

ニッチでもグロ－バルに通用するファイン・スペシャリティ製品の拡大に取り組んでおり、当年度は、

「選択と集中」の観点から、重点分野に注力するべく塩化ビニル樹脂事業、プラスチック添加剤事業、

およびラテックス事業といったコモディティ事業からの撤退を決定いたしました。 
この結果、当期の売上高は前期に比して２７億９千万円減少し、１，３７６億４千７百万円（前期比

2.0％減）ではありますが、営業利益は前期に比して１９億９千９百万円増加し８２億８千９百万円（前

期比 31.8％増）、経常利益は前期に比して２８億４千６百万円増加し７４億７千３百万円（前期比 61.5％
増）となり、いずれも前期に比して大幅な増益となりました。 

当期純利益は、当社およびグル－プ各社保有の金融機関等上場株式の著しい時価の下落により特別損

失として株式評価損を計上した結果、１４億５千３百万円となりました。 
 
 
（２） 当期のセグメント別の概況 
 

（百万円） 
売    上    高 営  業  利  益  

当 期 前 期 増 減 当 期 前 期 増 減 
機能製品事業 ３１，７５１ ２５，１４４ ６，６０６ ４，０３５ １，４１６ ２，６１８ 
化学製品事業 ３１，１０２ ２８，２５９ ２，８４３ １，４５９ １，４６６ △７ 
樹脂製品事業 ５０，９５０ ４７，３４４ ３，６０６ １，７７８ ２，５９７ △８１９ 
その他事業 ２３，８４３ ３９，６８９ △１５,８４６ １，２３９ ９２５ ３１４ 
消  去 － － － △２２２ △１１６ △１０６ 
連結合計 １３７，６４７ １４０，４３８ △２，７９０ ８，２８９ ６，２９０ １，９９９ 
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 なお、上表のセグメント別の開示につきましては、従来、「その他事業」に含めて表示しておりました

仕入商品の一部につきまして、当期よりセグメント情報の精度向上を図るために情報システムを整備し「機

能製品事業」、「化学製品事業」、「樹脂製品事業」に分類して表示しております。 
これに伴い、従来の方法による場合に比べ、「機能製品事業」について売上高は２６億９千４百万円多く、

営業利益は２百万円少なく計上され、「化学製品事業」について売上高は４０億８千７百万円多く、営業利

益は１千２百万円少なく計上され、「樹脂製品事業」について売上高は５１億６百万円多く、営業利益は７

千１百万円多く計上され、「その他事業」について売上高は１１８億８千７百万円少なく、営業利益は５千

６百万円少なく計上されております。 
 
 
 機 能 製 品 事 業 

 
 ＰＰＳ樹脂、ふっ化ビニリデン樹脂等の高機能樹脂製品は、半導体等電気・電子素材用途の需要の回

復により、前期に比べ大幅な増収増益となりました。 
炭素製品のうち、球状活性炭につきましては前年に引き続き輸出の好調により売上げ、営業利益とも

に前期に比べ増加いたしましたが、炭素繊維は光ファイバ－、熱処理用断熱材用途の需要の低迷に加え、

価格の低下により採算は悪化いたしました。 
光学製品は、カメラ付き携帯電話用途の光学フィルタ－の売上げが増加し、前期に比し売上げ、営業

利益ともに増加いたしました。 
なお、当社及びグル－プ会社の事業再構築の一貫として、ＭＢＳ系耐衝撃強化剤、アクリル系耐衝撃

強化剤等のプラスチック添加剤事業は１月に営業権等を譲渡いたしました。また、ラテックス事業は営

業権を譲渡し３月末をもって事業から撤退いたしました。 
この結果、本セグメントの売上高は３１７億５千１百万円となり、営業利益はプラスチック添加剤事

業譲渡収益もあり前期に比して２６億１千８百万円増の４０億３千５百万円（前期比 184.9％増）となり

ました。 
 

化 学 製 品 事 業 
 
 工業薬品分野は、ベンゼン等の原料価格の高騰がありましたが、パラジクロルベンゼン等の拡販によ

り前期に比べ採算は改善いたしました。 
付加価値の高い商品群である医薬品分野では慢性腎不全用剤「クレメジン」は前年に引き続き売上げ

が好調に推移し、抗悪性腫瘍剤「クレスチン」についても前期に比し売上げが増加し、この分野では売

上げ、営業利益ともに増加いたしました。 
農薬分野では、イモチ病用農薬「ラブサイド」は輸出の不振により売上げが減少いたしましたが、農

業用殺菌剤「メトコナゾ－ル」は堅調に推移した結果、本分野ではほぼ前期並みの営業利益を維持いた

しました。 
塩化ビニル樹脂は、1 月より営業権を譲渡し受託生産となり採算は改善されましたが、上半期の原料高

と市況の低迷による採算悪化により、前期に比べ営業損失は拡大いたしました。 
この結果、本セグメントの売上高は３１１億２百万円となり、営業利益は前期に比して７百万円減の

１４億５千９百万円（前期比 0.5％減）となりました。 
 

樹 脂 製 品 事 業 
 
業務用食品包装材分野では、国内における売上げは横ばいに推移いたしましたが、欧州においては新

規開発製品の売上げが好調に推移し、営業利益は増加いたしました。 
中国向けの塩化ビニリデン・コンパウンドについては、中国市場での競争激化により販売価格、数量

ともに減少いたしましたが、原価低減の施策を講じた結果、採算は改善いたしました。 
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金属蒸着フィルム等の電気・電子関連素材については、需要の回復に伴い、売上げ、営業利益ともに

改善いたしました。 
コンシュ－マ－・グッズ分野では、市場のデフレ圧力が強い中で、家庭用食品包装材「NEW クレラッ

プ」の市場価格の適正化に注力いたしましたが、売上げ、営業利益ともに前期に比べ大幅に減少いたし

ました。釣糸「シ－ガ－」につきましては、市場が低迷している中で積極的な拡販を図り前期並みの売

上げを維持いたしました。 
この結果、本セグメントの売上高は５０９億５千万円となり、営業利益は前期に比して８億１千９百万

円減の１７億７千８百万円（前期比 31.5％減）となりました。 
 

そ の 他 事 業 
 

建設関連分野は、採算性を重視した工事受注により売上げは前期を下回りましたが、営業利益は大幅

に増加いたしました。 
環境関連分野は、売上げは前期の大型焼却炉工事の完成に伴い減少いたしましたが、営業利益は前期

並みを維持いたしました。 
運輸・倉庫関連分野は、同業他社との競争激化に対し採算改善の為の事業見直しを行いましたが、売

上げは減少いたしました。 
この結果、本セグメントの売上高は２３８億４千３百万円となり、営業利益は前期に比して３億１千

４百万円増の１２億３千９百万円（前期比 33.9％増）となりました。 
 
 
（３）次期の見通し 
 

今後のわが国の経済見通しにつきましては、景気の更なる悪化が懸念される中で、景気の底割れの危

機を回避するために、デフレ脱却の施策を講じるとともに産業再生機構等の活用により金融システム不

安を解消し、早期に産業、金融の再生を図ることが強く求められております。化学工業におきましても、

原油高に起因する原燃料の高騰の長期化による業績の低下、米国景気の悪化によるアジアを含む世界経

済の低迷懸念など、依然厳しい環境下にあります。 
このような状況に対し、当社およびグル－プ各社は、昨年度は事業の「選択と集中」の観点から、コ

モディティ事業から撤退し、事業の集中による飛躍を図ることを決定いたしました。その初年度である

２００３年度については、その事業展開のために以下の具体的施策を行い新たなる飛躍を図る所存であ

ります。 
･機能製品事業： 

① 収益最大化のためのコスト削減と生産の効率化 
② 既存製品の着実な収益確保・積極的な新規用途/商品開発・グロ－バルな視点を持った市場

開拓 
･化学製品事業： 

① 工業薬品分野の採算改善と利益商品の拡販 
② 医薬品分野の売上げ及び営業利益の拡大、次期製品開発強化 

   ･樹脂製品事業： 
① バリア機能性包装材料の拡販による利益拡大、市場変化に対応した事業展開 
② コンシュ－マ－グッズ分野の安定した利益構造の構築、新商品開発体制の強化 

 
以上の具体的施策に基づく通期の連結業績見通しは、売上高は１，４３０億円（前期比 3.9％増）、経

常利益は、９０億円（前期比 20.4％増）、当期利益については４０億円（前期比 175.3％増）を見込ん

でおります。 
 



Ⅱ 財政状態 
（１）当期の概況 

（百万円） 
 当期 前期 増減 
営業活動によるキャッシュ・フロー １５，７３２ １０，５１２ ５，２２０ 
投資活動によるキャッシュ・フロー △２，９０９ △７，１３３ ４，２２４ 
財務活動によるキャッシュ・フロー △１２，２８０ △９，６２９ △２，６５１ 
現金及び現金同等物換算差額 ２７ ４１ △１４ 
現金及び現金同等物の増減額 ５７０ △６，２０８ ６，７７８ 
現金及び現金同等物の期首残高 ６，８５１ １３，０６０ △６，２０９ 
現金及び現金同等物の期末残高 ７，４２１ ６，８５１ ５７０ 
借入金期末残高 ４７，１９９ ５８，３２３ △１１，１２４ 
 
当連結会計年度末における現金及び現金同等物残高は、７４億２千１百万円となり、前連結会計

年度末より５億７千万円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のと

おりであります。 
 
営業活動によるキャッシュ・フロー 
 営業活動の結果、資金は前期と比較し５２億２千万円増加し１５７億３千２百万円となりました。

税金等調整前当期純利益は３４億７千５百万円にとどまりましたが、保有株式等の評価損３８億７

千９百万円が発生したことに加え、売上債権回転期間の短縮の結果、資産及び負債の増減額が１８

億７千９百万円となったこと等によるものです。 
 
投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果、減少した資金は２９億９百万円となりました。クロルベンゼン製造設備の購入

やＰＧＡパイロットプラントの建設、基幹業務統合パッケージ（ＥＲＰ）導入など、固定資産の取

得による支出は１１０億７千５百万円発生したものの、事業再構築の一貫としてモディファイヤー

樹脂の製造・販売を行なう連結子会社クレハ・ケミカルズ（シンガポール）社と関連会社ローム・

アンド・ハース（スコットランド）社の株式を売却したこと等による収入が発生したことによるも

のです。 
 

財務活動によるキャッシュ・フロー 
 財務活動の結果、減少した資金は１２２億８千万円となりました。前連結会計年度に導入したキ

ャッシュ・マネージメント・システムとシンジケート方式によるコミットメントラインを活用して

資金調達の集約化をすすめ借入金の返済に努めた結果、借入金は１１１億２千４百万円減少いたし

ました。また、自己株式の取得を１９億３千３百万円実施いたしました。 
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（２）次期の見通し 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益は増加するものの、売上高増加

にともなう運転資金増加により資金が減少し、当連結会計年度並みに推移する見込です。投資活動

によるキャッシュ・フローは、自家発電設備の更新工事の増加や機能性樹脂マイクロスフェア製造

設備の建設等により固定資産の取得による支出が増加する他、保有有価証券の売却による収入が減

少するため、当連結会計年度と比較して資金は減少する見込です。財務活動によるキャッシュ・フ

ローは、前期に引き続き自己株式の取得（上限株数５００万株、上限金額２５億円）を６月開催の

定時株主総会に付議する予定であり、次期の現金及び現金同等物の期末残高は当連結会計年度末並

みを予定して、余剰となる資金は借入金の返済に充当いたします。 
 

（３）キャッシュ・フロー指標のトレンド 
 １２年３月期 １３年３月期 １４年３月期 １５年３月期 
株主資本比率(%) ４５．０ ４４．８ ４６．９ ４９．６ 
時価ベースの株主資本比率(%) ３１．２ ３０．４ ４０．０ ４３．１ 
債務償還年数（年） ５．５ ６．３ ５．５ ３．０ 
ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ ８．６ ６．３ ８．３ １７．９ 
（注）株主資本比率：株主資本／総資産 
   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：営業キャッシュ・フロー／利息支払額 
＊  各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
＊ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（連結）により算出しております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



４．連 結 財 務 諸 表 等 
 
（１）連結貸借対照表 

 （単位：百万円） 
当連結会計年度 

(平成15年３月31日現在) 
前連結会計年度 

(平成14年３月31日現在) 
増   減 
（△印減） 

        期  別 
 
  科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

 
Ⅰ 

＜ 資 産 の 部 ＞ 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 
受取手形及び売掛金 
有 価 証 券 
た な 卸 資 産 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
 

７，４２１ 
４０，２４７ 

５０６ 
２０，３５２ 

８６９ 
３，４２２ 

△   ３６８ 

％  
 

６，８５１ 
４３，１２２ 

５ 
２０，１０５ 

９５９ 
３，１２２ 

△   ３１８ 

％  
 

５７０ 
△  ２，８７５ 

５０１ 
２４７ 

△          ９０ 
３００ 

△          ５０ 
 
 
Ⅱ 
１． 

流 動 資 産 合 計 
 
固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 
機械装置及び運搬具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 

７２，４５１ 
 
 
 

２６，８２８ 
２２，０５３ 
２，１３０ 

１３，５８２ 
２，５９７ 

41.8 
 

７３，８４９ 
 
 
 

２６，２９２ 
２４，２５２ 
２，１６９ 

１４，５５５ 
２，３２９ 

39.0 
 

△  １，３９８ 
 
 
 

５３６ 
△  ２，１９９ 
△         ３９ 
△        ９７３ 

２６８ 
 
 
２． 
 

有形固定 資産合計 
 

無 形 固 定 資 産 
 

３．投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
出 資 金 
長 期 貸 付 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

６７，１９１ 
 

２，４８６ 
 
 

２２，３４８ 
３，１３４ 
２，８９３ 
１，２５３ 
１，７４３ 

△   ３７３ 

38.8 
 

1.4 
 

６９，６００ 
 

２，４８３ 
 
 

３２，５４８ 
３，１１３ 
４，８１５ 
１，２３２ 
１，７９１ 

△   ２４６ 

36.8 
 

1.3 
 

△  ２，４０９ 
 

３ 
 
 

△ １０，２００ 
２１ 

△    １，９２２ 
２１ 

△         ４８ 
△        １２７ 

 投資その他の資産合計 ３０，９９９ 18.0 ４３，２５４ 22.9 △ １２，２５５ 
 
 

固 定 資 産 合 計 
 

１００，６７８ 
 

58.2 
 

１１５，３３９ 
 

61.0 
 

△ １４，６６１ 
 

資 産 合 計 １７３，１２９ 100.0 １８９，１８８ 100.0 △ １６，０５９ 

 
 
 
 
 
 
 
 
    －  １２ －



    －  １３ －

 （単位：百万円） 
当連結会計年度 

(平成15年３月31日現在) 
前連結会計年度 

(平成14年３月31日現在) 
増   減 
（△印減） 

        期  別 
 
  科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

 
Ⅰ 

＜ 負 債 の 部 ＞ 
流 動 負 債 

支払手形及び買掛金 
短 期 借 入 金 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
未 払 費 用 
賞 与 引 当 金 
そ の 他 

 
 

１８，８４２ 
３３，６４８ 

５２５ 
５８５ 

３，８４９ 
１，３６８ 
７，３８２ 

％  
 

１８，２８７ 
４２，０２９ 
１，２１３ 

５０３ 
４，４２９ 
１，３４２ 
７，００１ 

％  
 

５５５ 
△    ８，３８１ 
△        ６８８ 

８２ 
△        ５８０ 

２６ 
３８１ 

 
 
Ⅱ 

流 動 負 債 合 計 
 
固 定 負 債 

長 期 借 入 金 
退 職 給 付 引 当 金 
役員退職慰労引当金 
繰 延 税 金 負 債 
そ の 他 

６６，２０２ 
 
 

１３，５５１ 
２，６７０ 

６０８ 
２，０１７ 

８２３ 

38.2 
 

７４，８０７ 
 
 

１６，２９４ 
２，８３２ 

７３４ 
２，９１７ 

８８７ 

39.6 
 

△  ８，６０５ 
 
 

△  ２，７４３ 
△        １６２ 
△    １２６ 
△        ９００ 
△          ６４ 

 固 定 負 債 合 計 １９，６７０ 11.4 ２３，６６７ 12.5 △   ３，９９７ 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ 
Ⅱ 
Ⅲ 
Ⅳ 
Ⅴ 

負 債 合 計 
 

＜少数株主持分＞ 
少 数 株 主 持 分 

 
＜ 資 本 の 部 ＞ 
資 本 金 
資 本 準 備 金 
連 結 剰 余 金 
その他有価証券評価差額金 
為替換算調整勘定 

８５，８７３ 
 
 

１，３９０ 
 
 

―― 
―― 
―― 
―― 
―― 

49.6 
 
 

0.8 
 
 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

９８，４７５ 
 
 

１，８９６ 
 
 

１２，４６０ 
９，７０１ 

６３，３１５ 
５，２４３ 

△   ４３６ 

52.1 
 
 

1.0 
 
 

6.6 
5.1 

33.4 
2.8 

△ 0.2 

△ １２，６０２ 
 
 

△        ５０６ 
 
 

―― 
―― 
―― 
―― 
―― 

 
 

Ⅵ 

 
 
自 己 株 式 

―― 
 

―― 

－ 
 

－ 

９０，２８４ 
 

△  １，４６７ 

47.7 
 

△ 0.8 

―― 
 

―― 
 

Ⅰ 
Ⅱ 
Ⅲ 
Ⅳ 
Ⅴ 

 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
その他有価証券評価差額金 
為替換算調整勘定 

 
１２，４６０ 
９，７１０ 

６０，５６２ 
３，７７１ 

△        ４０９ 

 
7.2 
5.6 

35.0 
2.1 

△ 0.2 

 
―― 
―― 
―― 
―― 
―― 

 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

 
―― 
―― 
―― 
―― 
―― 

 
 

Ⅵ 

 
 
自 己 株 式 

 
 

△    ２２８ 

 
 

△ 0.1 

 
 

―― 

 
 

－ 

 
 

―― 
 資 本 合 計 ８５，８６６ 49.6 ８８，８１７ 46.9 △    ２，９５１ 

 
負債、少数株主持分及び資本合計 １７３，１２９ 100.0 １８９，１８８ 100.0 △ １６，０５９ 

 



（２）連結損益計算書 
（単位：百万円） 

当連結会計年度 

自平成 14 年４月１日 

至平成 15 年３月 31 日 

前連結会計年度 

自平成 13 年４月１日 

至平成 14 年３月 31 日 

 

増 減 

（△印減）

 

       期 別 

科 目 

 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

 

売 上 高 

売 上 原 価 

売 上 総 利 益 

137,647

102,010

35,637

％

100.0

74.1

25.9

140,438

107,001

33,436

％ 

100.0 

76.2 

23.8 

△  2,790

△  4,990

2,200

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

27,347

8,289

19.9

6.0

27,146

6,290

19.3 

4.5 

201

1,999

営 業 外 収 益 

受取利息及び配当金 

持分法による投資利益 

そ の 他 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

そ の 他 

経 常 利 益 

1,180

498

59

621

1,995

882

1,113

7,473

0.9

1.4

5.4

1,104

590

25

487

2,767

1,252

1,514

4,626

0.8 

 

 

 

2.0 

 

 

3.3 

75

△     91

34

133

△    771

△    370

△    401

2,846

特 別 利 益 

特 別 損 失 

税金等調整前当期純利益 

4,290

8,288

3,475

3.1

6.0

2.5

1,156

3,066

2,716

0.8 

2.2 

1.9 

3,133

5,222

758

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額（減算） 

少数株主損益（減算） 

1,320

452

249

1.0

0.3

0.2

1,505

△   687

△  136

1.1 

△ 0.5 

△  0.1 

△    185

1,139

385

当 期 純 利 益 1,453 1.1 2,034 1.4 △    580

 

 －１４－



（３）連結剰余金計算書 
 （単位：百万円） 

           期  別 
  
科  目 

当連結会計年度 
自平成１４年４月 １日 
至平成１５年３月３１日 

金   額 

前連結会計年度 
自平成１３年４月 １日 
至平成１４年３月３１日 

金   額 
Ⅰ 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 
 
Ⅱ 連 結 剰 余 金 減 少 高 

配 当 金 
役 員 賞 与 
利益による自己株式消却に伴う減少高  

 
Ⅲ 当 期 純 利 益 

 
Ⅳ 連 結 剰 余 金 期 末 残 高 

―― 
 

―― 
―― 

  ―― 
―― 

 
―― 

 
―― 

６５，０３３ 
 

３，７５３ 
１，２４５ 

５４ 
２，４５２ 

 
２，０３４ 

 
６３，３１５ 

 
（資本剰余金の部） 

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 
 
Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高 
 自 己 株 式 処 分 差 益 
 
Ⅲ 資 本 剰 余 金 期 末 残 高 
 

（利益剰余金の部） 
Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 
 
Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高 
 当 期 純 利 益 
 
Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高 
 配 当 金 
 役 員 賞 与 
自 己 株 式 消 却 額 

 
 
Ⅳ 利 益 剰 余 金 期 末 残 高 

 
 

９，７０１ 
 

８ 
８ 

 
９，７１０ 

 
 

６３，３１５ 
 

１，４５３ 
１，４５３ 

 
４，２０６ 
１，１９１ 

５６ 
２，９５９ 

 
 

６０，５６２ 

 
 

―― 
 

―― 
―― 

 
―― 

 
 

―― 
 

―― 
―― 

 
―― 
―― 
―― 
―― 

 
 

―― 
 

 
－１５－



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

当連結会計年度 
自平成１４年４月 １日 

至平成１５年３月３１日 

前連結会計年度 
自平成１３年４月 １日 

至平成１４年３月３１日 

 

増 減 

（△印減） 

 

金   額 金   額 金  額 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 
税金等調整前当期純利益 
減価償却費 
引当金の増減額 
持分法による投資利益 
受取利息及び受取配当金 
支払利息 
知的財産権譲渡益 
固定資産除売却損益 
有価証券及び投資有価証券等評価損 
有価証券及び投資有価証券売却損益 
資産及び負債の増減額 
その他 

３，４７５

８，７９０

△１０５

△５９

△４９８

８８２

△１，６５９

８０７

３，８７９

１７４

１，８７９

３５０

 

２，７１６ 

８，５１６ 

７２６ 

△２５ 

△５９０ 

１，２５２ 

－ 

６３６ 

９６７ 

△８６２ 

△２６０ 

３１８ 

７５９

２７４

△８３１

△３４

９２

△３７０

△１，６５９

１７１

２，９１２

１，０３６

２，１３９

３２

小     計 １７，９１５ １３，３９５ ４，５２０

利息及び配当金の受取額 
利息の支払額 
法人税等の支払額 

５３７

△８８５

△１，８３５

６１１ 

△１，２７１ 

△２，２２３ 

△７４

３８６

３８８

営業活動によるキャッシュ・フロー １５，７３２ １０，５１２ ５，２２０

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 
有形及び無形固定資産の取得による支出 
有形及び無形固定資産の売却による収入 
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 
有価証券及び投資有価証券の売却による収入 
知的財産権の売却による収入 
短期及び長期貸付金の貸付 
短期及び長期貸付金の回収 
その他投資に関する収入・支出 

△１１，０７５

７１２

△２，５５９

５，６３５

１，６５９

△３０

２，７６８

△２１

 

△７，２９１ 

１１８ 

△２，１５６ 

１， ８７７ 

－ 

△９４５ 

１，２４２ 

２２ 

△３，７８４

５９４

△４０３

３，７５８

１，６５９

９１５

１，５２６

△４３

   投資活動によるキャッシュ・フロー △２，９０９ △７，１３３ ４，２２４

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 
短期借入金の調達による収入 
短期借入金の返済による支出 
長期借入金の調達による収入 
長期借入金の返済による支出 
自己株式の取得による支出 
親会社による配当金の支払額 
少数株主への配当金の支払額 

９７

△６，６６４

３，６２７

△６，１９２

△１，９３３

△１，１９１

△２４

 

８，５８６ 

△９，４５７ 

５，９６２ 

△９，９１８ 

△３，５３０ 

△１，２４５ 

△２６ 

△８，４８９

２，７９３

△２，３３５

３，７２６

１，５９７

５４

２

財務活動によるキャッシュ・フロー △１２，２８０ △９，６２９ △２，６５１

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 
Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高 
Ⅶ．現金及び現金同等物期末残高 

２７

５７０

６，８５１

７，４２１

４１ 

△６，２０８ 

１３，０６０ 

６，８５１ 

△１４

６，７７８

△６，２０９

５７０
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 - １７ -

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
 
１．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社の数  ３６社  

主要会社名：クレハ建設㈱、呉羽運輸㈱、呉羽環境㈱ 
錦商事㈱、呉羽テクノエンジ㈱、呉羽合繊㈱ 
呉羽プラスチックス㈱、加古川プラスチックス㈱ 
クレハロン・インダストリ－B.V. 
クレハ・コーポレーション・オブ・アメリカ  

なお、前連結会計年度において連結子会社でありましたクレハ・ケミカルズ（シン

ガポール）Pte.Ltd.は株式の売却により、また、日本シンガポール・モディファイヤ

ー㈱及び三晃成型㈱は清算結了により連結の範囲から除外しております。 
一方、当連結会計年度において新たに子会社（会社名 呉羽スタッフサービス㈱）

を設立し、連結の範囲に含めております。 
 

（２）非連結子会社の数   １社（会社名：上海呉羽化学有限公司） 
上海呉羽化学有限公司の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれ

も少額であり、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除

外しております。 
なお、前連結会計年度において非連結子会社でありましたケー・エイチ・ケミカル

㈱は清算いたしました。 
 
２．持分法の適用に関する事項 
(１)持分法適用関連会社数 １社（会社名：ルトガース・クレハ・ソルベンツ GmbH） 

なお、前連結会計年度において持分法適用関連会社でありましたローム・アンド・

ハース（スコットランド）Ltd.は株式の売却により持分法の適用範囲から除外してお

ります。 
(２)持分法を適用していない関連会社３社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外

しております。 
 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
 連結子会社の決算日は１２月３１日であります。 
連結財務諸表作成に当たっては当該事業年度に係る財務諸表を使用しておりますが、連

結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
 



 - １８ -

 
４．会計処理基準に関する事項 
(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 
満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法） 
そ の 他 有 価 証 券  
  時価のあるもの・・・決算日前１ヵ月の市場価格の平均に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主

として移動平均法により算定） 
  時価のないもの・・・主として移動平均法による原価法 

②デリバティブ・・・時価法 
但し、金利スワップ取引及び金利オプション取引については、原

則として繰延ヘッジ処理によっておりますが、特例処理の要件を

満たすものについては、特例処理によっております。 
③たな卸資産・・・主として総平均法による原価法 

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産・・・当社及び国内連結子会社は建物（建物附属設備を含む）は定額 

法により、その他のものは主として定率法によっております。 
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。 
在外連結子会社は主として定額法を採用しております。 

  ②無形固定資産・・・定額法を採用しております。 
なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。 
但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 
(３)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。また、在外連結子会社は、

主として債権の実態に応じ貸倒見積額を計上しております。 
     ②賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。 
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③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づいて計上しております。 
なお、一部国内連結子会社の退職給付債務については、退職給付に係る自己都合

要支給額又は年金財政計算上の責任準備金を用いております。 
また、会計基準変更時差異については、原則として５年による按分額を費用処理

しております。 
過去勤務債務は、その全額を発生年度に処理しております。 
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数による按分額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。 
④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく必要額を計上しております。 
（４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
（５）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 
原則として繰延ヘッジ処理によっております。 
なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引及び金利オプション取

引については特例処理によっております。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 
金利スワップ 借入金 
金利オプション 借入金 

③ヘッジ方針 
変動金利の借入債務を固定金利に変換することによって、金利上昇リスクを回

避し、調達コストの低減化を図り、キャッシュ・フローを固定化するため、金

利スワップ取引及び金利オプション取引を行っております。なお、当該取引は

社内管理規程に従って行っております。 
④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎として、ヘッジ有効

性を評価しております。但し、特例処理によっている金利スワップ及び金利オ

プションについては、有効性の評価を省略しております。 
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（６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 
 
６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は、発生年度より実質的判断による年数の見積もりが可能なものはそ

の見積もり年数で、その他については 5 年間で定額法により償却しております。 
 
７．利益処分項目等の取扱に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しており

ます。 
８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 
（会計方針の変更） 

１．有価証券の時価の算定方法 
その他有価証券に付すべき時価は、従来、決算日の市場価格等に基づき算定してお

りましたが、当連結会計年度から決算日前１ヵ月の市場価格の平均に基づき算定する

方法に変更いたしました。この変更は、当社及び連結子会社のその他有価証券の保有

目的等に鑑み、最近の市場における短期的な価格変動を当該時価に反映させることは

適切でないと判断し行ったものであります。この変更により、従来の方法に比し、投

資有価証券が 111 百万円、その他有価証券評価差額金が 41 百万円、繰延税金負債が

28 百万円、税金等調整前当期純利益が 42 百万円それぞれ増加しております。 
 

２．たな卸資産の評価方法 
当社のたな卸資産の評価方法は、従来、移動平均法を採用しておりましたが、当連

結会計年度から総平均法に変更いたしました。この変更は、全社的な情報システムで

ある基幹業務統合パッケージ（ＥＲＰ）の導入を機に、事務処理の合理化を図るとと

もに、月次における操業度及び製造費用等の一時的な変動による在庫評価への影響を

排除して、より適正な期間損益を算定することを目的として行ったものであります。

なお、この変更が当連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 
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３．自己株式及び法定準備金取崩等会計 

当連結会計年度から「企業会計基準第１号 自己株式及び法定準備金の取崩等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 14 年 2 月 21 日）を適用しております。 
この変更が、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。 
なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の

資本の部及び連結剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成し

ております。 
 

４．1 株当たり当期純利益に関する会計基準等 
当連結会計年度から「企業会計基準第２号 １株当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成 14 年 9 月 25 日）及び「企業会計基準適用指針第４

号 １株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平

成 14 年 9 月 25 日）が適用されるため、同会計基準及び適用指針によっております。 
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注記事項 
 
 

（連結貸借対照表関係） （百万円） 
 当連結会計年度 前連結会計年度 
有形固定資産減価償却累計額 １５９，８５１ １６１，６４８ 
保 証 債 務 ４８２ ５２８ 
受 取 手 形 割 引 高 ３０２ ３４７ 
受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高 ２３１ ２９１ 

 
 
 

（連結損益計算書関係） （百万円） 
 当連結会計年度 前連結会計年度 
特別利益の主要項目   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ２，２３４ ８６２ 
知 的 財 産 権 譲 渡 益 １，６５９ ―― 

特別損失の主要項目   
投資有価証券等評価 損 ３，８７９ １，０７５ 
投 資 有 価 証 券 売 却 損 ２，４０９ ―― 
固 定 資 産 除 却 売 却 損 １，００１ ６５６ 
退 職 給 付 費 用 ５２８ ７４７ 

 
 
 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
 当連結会計年度 前連結会計年度 
 （百万円）   （百万円） 
 現 金 及 び 預 金 勘 定 ７，４２１ ６，８５１ 
現 金 及 び 現 金 同 等 物 ７，４２１  ６，８５１ 
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① セ グ メ ン ト 情 報 

 

1.事業の種類別セグメント情報 

 前連結会計年度（自平成１３年４月１日 至平成１４年３月３１日） 

 機能製品 
事  業 

化学製品 
事  業 

樹脂製品 
事  業 

その他 
事 業 

計 
消去又は 
全  社 

連  結 

Ⅰ 売上高及び営業利益 
  売  上  高 

（１）外部顧客に対する売上高 
（２）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

百万円 

 
25,144 

 
312 

百万円 

 
28,259 

 

0 

百万円 

 
47,344 

 

666 

百万円 

 
39,689 

 

13,976 

百万円 

 
140,438 

 

14,955 

百万円 

 
  ―― 

 
(14,955) 

百万円 

 
140,438 

 

―― 

計 25,456 28,259 48,011 53,665 155,394 (14,955) 140,438 

  営 業 費 用 24,040 26,793 45,413 52,740 148,987 (14,839) 134,148 

  営 業 利 益 1,416 1,466 2,597 925 6,406 (116) 6,290 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出 
資         産 

 
40,422 

 
35,356 

 
42,544 

 
42,108 

 
160,431 

 
28,757 

 
189,188 

減 価 償 却 費 3,003 2,017 2,347 1,148 8,516 ―― 8,516 

資 本 的 支 出 2,489 2,836 2,380 727 8,434 ―― 8,434 

 

当連結会計年度（自平成１４年４月１日 至平成１５年３月３１日） 

 機能製品 
事  業 

化学製品 
事  業 

樹脂製品 
事  業 

その他 
事 業 

計 
消去又は 
全  社 

連  結 

Ⅰ 売上高及び営業利益 
  売  上  高 

（３）外部顧客に対する売上高 
（４）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

百万円 

 

31,751 
 

425 

百万円 

 

31,102 
 

158 

百万円 

 

50,950 
 

738 

百万円 

 

23,843 
 

15,169 

百万円 

 

137,647 
 

16,491 

百万円 

 
  ―― 

 
(16,491) 

百万円 

 

137,647 
 

―― 

計 32,176 31,260 51,689 39,012 154,139 (16,491) 137,647 

  営 業 費 用 28,141 29,801 49,911 37,773 145,627 (16,268) 129,358 

  営 業 利 益 4,035 1,459 1,778 1,239 8,511 (222) 8,289 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出 
資         産 

 
35,424 

 
38,804 

 
43,399 

 
27,867 

 
145,495 

 
27,634 

 
173,129 

減 価 償 却 費 2,877 2,543 2,427 942 8,790 ―― 8,790 

資 本 的 支 出 2,463 4,650 2,051 779 9,943 ―― 9,943 

 
（注）１．事業区分の方法 

機能製品事業、化学製品事業、樹脂製品事業の３事業とその他事業にセグメンテーションしております。 

２．各事業区分の主要製品及び役務の名称 

事業区分 主  要  製  品  等 

機 事 
能 
製 
品 業 

ＰＰＳ樹脂、ＭＢＳ系耐衝撃強化剤、アクリル系耐衝撃強化剤、アクリル系加工助剤 
ふっ化ビニリデン樹脂、塩化ビニリデンラテックス、 
制電樹脂、機能性コンパウンド、光学材料、 
炭素繊維、球状活性炭、特殊炭素材料 

化 事 
学 
製 
品 業 

塩化ビニル樹脂、か性ソーダ、塩酸、液体塩素、次亜塩素酸ソーダ 
ﾓﾉｸﾛﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ﾊﾟﾗｼﾞｸﾛﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ｵﾙｿｼﾞｸﾛﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ 
2,6ｼﾞｸﾛﾙﾄﾙｴﾝ、クレスチン、クレメジン、コバルジン 
ラブサイド、ＤＤＶＰ、メトコナゾール、イプコナゾール 
粒状培土、園芸培土 

樹 事 
脂 
製 
品 業 

塩化ﾋﾞﾆﾘﾃﾞﾝﾌｨﾙﾑ、塩化ﾋﾞﾆﾘﾃﾞﾝｺﾝﾊﾟｳﾝﾄﾞ、熱収縮多層ﾌｨﾙﾑ、非収縮多層ﾌｨﾙﾑ、多層ボトル、  
ハイバリアーラミネート基材、NEW クレラップ、流し台用水切りｺﾞﾐ袋、掃除機用紙パック 
ふっ化ﾋﾞﾆﾘﾃﾞﾝ釣糸、人工芝および敷設工事、天然芝生造成工事、自動充填結紮機 
金属蒸着フィルム 

そ 事 
の 
他 業 

運送及び倉庫業務、産業設備の設計・工事監督業務、土木建築工事の施工請負業務 
産業廃棄物の処理 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度３６，３０１百万円、当連結会計年度２９，５５０百万円であります。

その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資金（投資有価証券等）及び管理部門に係る資産等であります。 

４．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却額が含まれております。 
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(追加情報) 

従来、「その他事業」に含めて表示しておりました仕入商品の一部につきまして、当連結会計年度よりセグメント情報の精度向上を図る為に情

報システムを整備し「機能製品事業」、「化学製品事業」、「樹脂製品事業」に分類して表示しております。 

これに伴い、従来の方法による場合に比べ、「機能製品事業」について売上高は 2,694 百万円多く、営業利益は 2 百万円少なく計上され、「化

学製品事業」について売上高は 4,087 百万円多く、営業利益は 12 百万円少なく計上され、「樹脂製品事業」について売上高は 5,106 百万円多く、

営業利益は71 百万円多く計上され、「その他事業」について売上高は11,887 百万円少なく、営業利益は 56 百万円少なく計上されております。 

また、資産について「機能製品事業」は 2,258 百万円、「化学製品事業」は 2,124 百万円、「樹脂製品事業」は 2,940 百万円多く計上され、「そ

の他事業」は 7,323 百万円少なく計上されております。なお、減価償却費及び資本的支出に与える影響は軽微であります。 

 

 

 

２．所在地別セグメント情報 

 前連結会計年度（自平成１３年４月１日 至平成１４年３月３１日） 

 日 本 ヨーロッパ アジア 北アメリカ 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売  上  高 

（１）外部顧客に対する売上高 
（２）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

百万円 

 

125,696 
 

1,761 

百万円 

 

8,817 
 

2 

百万円 

 

4,418 
 

401 

百万円 

 

1,505 
 

28 

百万円 

 

140,438 
 

2,194 

百万円 

 

―― 
 

(2,194) 

百万円 

 

140,438 
 

―― 

計 127,458 8,819 4,820 1,534 142,632 (2,194) 140,438 

  営 業 費 用 121,527 8,641 4,596 1,573 136,339 (2,190) 134,148 

  営業利益又は営業損失（△） 5,931 177 223 △ 39 6,293 (3) 6,290 

Ⅱ 資  産 146,855 4,902 3,652 3,566 158,977 30,211 189,188 

 

当連結会計年度（自平成１４年４月１日 至平成１５年３月３１日） 

 日 本 ヨーロッパ アジア 北アメリカ 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売  上  高 

（３）外部顧客に対する売上高 
（４）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

百万円 

 

121,002 
 

2,102 

百万円 

 

10,395 
 

19 

百万円 

 

4,642 
 

436 

百万円 

 

1,607 
 

18 

百万円 

 

137,647 
 

2,577 

百万円 

 

―― 
 

(2,577) 

百万円 

 

137,647 
 

―― 

計 123,104 10,414 5,079 1,625 140,225 (2,577) 137,647 

  営 業 費 用 116,495 9,492 4,464 1,502 131,955 (2,597) 129,358 

  営 業 利 益 6,608 922 615 123 8,269 20 8,289 

Ⅱ 資  産 141,160 5,487 ―― 2,766 149,414 23,715 173,129 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

 ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

（１）ヨーロッパ…………イギリス・フランス・ドイツ・オランダ・ベルギー 

（２）ア ジ ア…………シンガポール 

（３）北アメリカ…………アメリカ合衆国 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度３６，３０１百万円、当連結会計年度２９，５５０百万円であります。

その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資金（投資有価証券等）及び管理部門に係る資産等であります。 

４．当連結会計年度のアジアにおける資産は、「連結財務諸表作成のための重要な事項 １．連結の範囲に関する事項」に記載の通り、期末においてクレ

ハ・ケミカルズ（シンガポール）Pte.Ltd.を連結の範囲から除外しているためありません。 
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３．海 外 売 上 高 

前連結会計年度（自平成１３年４月１日 至平成１４年３月３１日） 

 ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

 
Ⅰ 海外売上高 

百万円 

12,763 

百万円 

9,317 

百万円 

3,173 

百万円 

25,254 

Ⅱ 連結売上高    140,438 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

9.1 6.6 2.3 18.0 

 

当連結会計年度（自平成１４年４月１日 至平成１５年３月３１日） 

 ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

 
Ⅰ 海外売上高 

百万円 

14,420 

百万円 

10,973 

百万円 

3,496 

百万円 

28,891 

Ⅱ 連結売上高    137,647 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

10.5 8.0 2.5 21.0 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

（１）ヨ ー ロ ッ パ…………イギリス・フランス・ドイツ・オランダ・ベルギー 

（２）ア ジ ア…………中国・シンガポール 

（３）その他の地域…………アメリカ合衆国・オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

 

 

② 関連当事者との取引 

該当事項はありません。 



－2６－ 

③ 税効果会計 
 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円） 
     当連結会計年度 

（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

繰延税金資産      
 退職給付引当金     1,029 
 固定資産等未実現利益     603 
 賞与引当金     435 
 税務上の繰越欠損金     334 
 役員退職慰労引当金     249 
 未払費用     209 
 ゴルフ会員権     155 
 製品評価損     58 
 その他     329 
繰延税金資産 小計     3,406 
評価性引当額     △ 491 
繰延税金資産 合計     2,914 
       
繰延税金負債      
 その他有価証券評価差額金     △2,601 
 子会社留保利益     △  120 
 特別償却準備金     △   5 0  
 その他     △   3 6  
繰延税金負債 合計     △2,809 
       
繰延税金資産の純額     105 

 

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、地方税法の改

正（平成 16 年 4 月 1 日以降開始事業年度より法人事業税に外形標準課税を導入）に

伴い、当社の当連結会計年度末における一時差異等のうち、平成 16 年 3 月末までに

解消が予定されているものは改正前の税率、平成 16 年 4 月以降に解消が予定される

ものは改正後の税率であります。この税率の変更により、当連結会計年度末の繰延

税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が 62 百万円減少し、当連結

会計年度に費用計上された法人税等調整額が 17 百万円増加しております。 



 
－２７－

④  有 価 証 券 
 

 当連結会計年度 
 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

                  （単位：百万円） 
 種類  連結貸借対照表計上額 時  価 差  額 
時価が連結貸借対照

表計上額を超えるも

の 
国債･地方債等 １,０６５   １,０６５   ０   

 
２． その他有価証券で時価のあるもの（平成 15 年 3 月 31 日現在）                      

                                         （単位：百万円） 
 種類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差  額 
連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 
株式 ６,５１３   １３,８４０   ７,３２６   

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 
株式 ４,３４４   ３,４３５   △９０８   

 
 

合  計 １０,８５７   １７,２７５   ６,４１８   
注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について 3,854 百万円減損処理を行っておりま

す。なお、当該減損処理は、決算日前 1 ヵ月の市場価格の平均に基づく時価が取得価額に対して著しく下落

し、回復の見込みがないものを対象としておりますが、時価が 50%以上下落している銘柄については、時価

の回復は困難とみなして減損処理を行っております。また、その他の銘柄については、発行会社の最近の業

績等を考慮して時価の回復可能性を検討しております。  
 
３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成 14 年 4 月 1 日 至 平成 15 年 3 月 31 日） 

（単位：百万円） 
売却額 売却益の合計 売却損の合計 

３,９２２      １,０８９  ２,４０９ 

 
４．時価のない主な有価証券の内容（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

（単位：百万円）   
 連結貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券 
 劣後債 
その他有価証券 
 優先出資証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 

    
    ５００       

   
   １,０００ 
   ２,１０８      

 
５．満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

（単位：百万円） 
 １年以内 １年超５年以内 

国債･地方債等 ５０６    ５５９   



 
－２８－

  前連結会計年度 
 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

                  （単位：百万円） 
 種類  連結貸借対照表計上額 時  価 差  額 
時価が連結貸借対照

表計上額を超えるも

の 
国債･地方債等 １,０６９   １,０７７   ７   

 
２． その他有価証券で時価のあるもの（平成 14 年 3 月 31 日現在）                      

                                         （単位：百万円） 
 種類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差  額 
連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 
株式 ８,４６４   １９,９９７   １１,５３２   

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 
株式 ７,５９７   ５,３６９   △２,２２７   

 
 

合  計 １６,０６１   ２５,３６７   ９,３０５   
注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について 1,015 百万円減損処理を行っております。なお、当該減

損処理は、当連結会計年度末における時価が取得価額に対して著しく下落し、回復の見込みがないものを対象としております

が、時価が 50％以上下落している銘柄については、時価の回復は困難とみなして減損処理を行っております。また、その他の

銘柄については、発行会社の最近の業績等を考慮して時価の回復可能性を検討しております。 

 
３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成 13 年 4 月 1 日 至 平成 14 年 3 月 31 日） 

（単位：百万円） 
売却額 売却益の合計 売却損の合計 

１,５８１ ８６２    ―― 

 
４．時価のない主な有価証券の内容（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

（単位：百万円）   
 連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 

       

１,９４６   

 
５．満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

（単位：百万円） 
 １年以内 １年超５年以内 

国債･地方債等 ６２    １,００６   

  
 
 



 －29－

⑤ 退 職 給 付 
 
１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一
時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した
数理計算による退職給付債務の対象とされない功労加給金等を支払う場合があります。 

 
２．退職給付債務に関する事項 

（単位：百万円） 
 当連結会計年度 前連結会計年度 
 （平成 15年 3 月31 日） （平成 14 年 3 月 31 日） 
①．退職給付債務 △27,351 △26,829 
②．年金資産 16,852 19,179 
③．小計（①＋②） △ 10,498 △ 7,649 
④．会計基準変更時差異の未処理額 1,049 1,582 
⑤．未認識数理計算上の差異 6,777 3,234 
⑥．退職給付引当金（③＋④＋⑤） △ 2,670 △ 2,832 
（注）１．一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

２．前連結会計年度の②年金資産は、退職給付信託を含んでおります。 
 
３．退職給付費用に関する事項 

（単位：百万円） 
 当連結会計年度 前連結会計年度 

自平成 14 年 4 月  1 日 自平成 13 年 4 月  1 日  
至平成 15 年 3 月 31 日 至平成 14 年 3 月 31 日 

①．勤務費用（注）2 1,221 1,337 
②．利息費用 702 720 
③．期待運用収益 △   506 △   516 
④．会計基準変更時差異の費用処理額 528 747 
⑤．数理計算上の差異の費用処理額 
⑥．過去勤務債務の費用処理額（注）3 

260 
－ 

168 
△   482 

⑦．退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤+⑥） 2,206 1,974 
（注）１．上記退職給付費用以外に、当社及び国内連結子会社において功労加給金等として当連結

会計年度 133 百万円、前連結会計年度 110 百万円を計上しております。 
２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、①勤務費用に計上しております。 
３．当社において、適格退職年金制度への全面移行及び年金給付利率の引下げが行われたこ

とにより、過去勤務債務（債務の減額）が発生しており、その全額を処理したものであり

ます。 
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当連結会計年度 前連結会計年度 
自平成 14 年 4 月  1 日 自平成 13 年 4 月  1 日  
至平成 15 年 3 月 31 日 至平成 14 年 3 月 31 日 

①．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 
②．割引率 2.5％ 3.0％ 
③．期待運用収益率 3.0％ 3.0％ 
④．過去勤務債務の額の処理年数 その全額を発生時に処理

しております。 
その全額を発生時に処理

しております。 
⑤．数理計算上の差異の処理年数 各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数による按分額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しており

ます。 

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数による按分額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しており

ます。 

⑥．会計基準変更時差異の処理年数 原則として５年による按

分額を費用処理しており

ます。 

原則として５年による按

分額を費用処理しており

ます。 
 
 
 
 

⑥ 継続企業の前提 
該当事項はありません。 
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５．生産、受注及び販売の状況 

(1) 生産実績 
生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

当連結会計年度 
 自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日  事業区分 

生産高(百万円) 対前年同期比(％) 

機能製品事業  ２２,９０６ ＋１５．０ 

化学製品事業  ２７,６６９  ＋２０．４ 

樹脂製品事業 ３６,３３２  △４．６ 

合計  ８６,９０８  ＋７．３ 

(注) １ 金額は平均販売単価によっております。 
２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 
その他事業のうち、土木建築工事の施工請負等の受注実績は次のとおりであります。なお、

これ以外の製品については見込生産を行っております。 
当連結会計年度 

 自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 事業区分 

受注高(百万円) 対前年同期比(％) 受注残高(百万円) 対前年同期比(％) 

その他事業   １５,４５１ △６．２   ５,３３７ ＋９．０  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 
販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

当連結会計年度 
 自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日  事業区分 

販売高(百万円) 対前年同期比(％) 

機能製品事業  ３１,７５１ ＋２６．３ 

化学製品事業 ３１,１０２ ＋１０．１ 

樹脂製品事業  ５０,９５０  ＋７．６ 

その他事業  ２３,８４３  △３９．９ 

合計  １３７,６４７  △２．０ 

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
なお、セグメント情報の追加情報に記載のとおり、従来、「その他事業」に含めて表示 

しておりました仕入商品の一部につきまして、当連結会計年度よりセグメント情報の精度 
向上を図る為に情報システムを整備し「機能製品事業」、「化学製品事業」、「樹脂製品 
事業」に分類して表示しております。 



 
平成 15 年 3 月期   個別財務諸表の概要         平成15年 5月14 日 
 

上 場 会 社 名 呉羽化学工業株式会社          上場取引所 東・大 
コード番号 ４０２３                    本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.kureha.co.jp） 

代  表  者  代表取締役社長  天野 宏 
問合せ先責任者  広報部長     竹田 裕         ＴＥＬ (03)3249-4651 
決算取締役会開催日  平成15 年 5月 14日               中間配当制度の有無  有 
定時株主総会開催日  平成15 年 6月 27日               単元株制度採用の有無 有（1 単元1,000株） 
 

１． 15 年3月期の業績(平成 14年 4月 1日～平成 15年 3月 31日) 
(1)経営成績                    (注)百万円未満は切り捨てて表示しております。 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 
15年 3月期 
14年 3月期 

百万円     ％ 

84,036     0.0 
84,026   △2.2 

百万円      ％ 

4,713    △1.8 
4,797     16.6 

百万円      ％ 

5,328     23.5 
4,316     16.0 

 

 
当期純利益 

1株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益 

株主資本 
当 期 純 利 益 率 

総 資 本 
経 常 利 益 率 

売 上 高 
経 常 利 益 率 

 
15年 3月期 
14年 3月期 

百万円      ％ 
1,352   △7.2 
1,456   △6.3 

円 銭 
   6  67 
   7  16 

円 銭 
       ― 
       ― 

％ 
    1.6 
    1.7 

％ 
    3.8 
    3.0 

％ 
    6.3 
    5.1 

(注)①期中平均株式数 15 年 3月期  197,600,773 株   14 年 3 月期  203,528,524株 
   ②会計処理の方法の変更  有 
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
  ④当期と同じ方法により算定した場合の 14年 3 月期の1 株当たり当期純利益は6 円 99 銭であります。 
 

(2)配当状況 
 

1 株当たり年間配当金  
 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

 
15年 3月期 
14年 3月期 

円 銭 

    6  00 
    6  00 

円 銭 

    0  00   
    0  00     

円 銭 

    6  00 
    6  00 

百万円 

1,166 
1,197 

％ 

 90.0 
 82.2 

％ 

1.4 
1.4 

(注)当期と同じ方法により算定した場合の14 年 3 月期の配当性向は 85.9％であります。 
 

(3)財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
15年 3月期 
14年 3月期 

百万円 
137,008 
145,059 

百万円 
83,483 
86,385 

％ 
60.9 
59.6 

円   銭 
429   13 
432   82 

(注)①期末発行済株式数 15年 3 月期  194,459,102 株   14 年 3月期  199,588,786 株 
  ②期末自己株式数  15年 3 月期      142,807 株   14 年 3月期    3,013,123 株 

③当期と同じ方法により算定した場合の 14年 3 月期の1 株当たり株主資本は 432 円 64 銭であります。 
 

２．16年3月期の業績予想(平成 15年 4月1日～平成 16年 3月 31日) 
1 株当たり年間配当金  

売 上 高     経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 
中間期 
通 期 

百万円 
41,000 
87,500 

百万円 
2,700 
7,000 

百万円 
1,400 
3,300 

円 銭 
0    00 

――――― 

円 銭 
――――― 
   6    00 

円 銭 
――――― 
   6    00 

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期)  16 円 97 銭 
※ 上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。 
 当社の事業を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が記載の予

想数値と異なる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料を参照して下さい。 
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      １．個 別 財 務 諸 表 等 

（１）貸借対照表                                                                （単位：百万円）  
当   期 

(平成15年3月31 日現在) 
前   期 

(平成14年3月31 日現在) 
増  減 
（△印減） 

        期  別 
 
  科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 
   
Ⅰ 

〈 資 産 の 部 〉 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
有 価 証 券 
製 品 
原 料 
仕 掛 品 
貯 蔵 品 
短 期 貸 付 金 
関係会社短期貸付金 
繰 延 税 金 資 産 
未 収 入 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
          

３，６００ 
１，２２７ 

２５，５０５ 
５００ 

１０，１３４ 
１，８０７ 

１６０ 
９１３ 
１４４ 

５，５７０ 
６３１ 

１，７９７ 
１，１０２ 

△    ６９ 

 
% 

 
 
 
 
 
 
 

 
        

４，３５５ 
１，５９０ 

２５，９９９ 
－ 

９，４７８ 
１，７７３ 

３２８ 
７１４ 
１５０ 

５，３６１ 
６７７ 
８８２ 
６５６ 

△    ４８ 

 
% 

 
 
 
 
 
 

 
 

△   ７５５ 
△   ３６３ 
△   ４９４ 

５００ 
６５５ 
３４ 

△   １６７ 
１９９ 

△     ５ 
２０９ 

△    ４６ 
９１４ 
４４５ 

△    ２１ 
 
 
Ⅱ 
１ 

流 動 資 産 合 計 
 
固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 

建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
車 両 及 び 運 搬 具 
工具、器具及び備品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 

５３，０２５ 
 
 
 

１０，５４６ 
６，７４８ 

１７，２４４ 
８５ 

１，５０８ 
７，４６１ 
２，３２９ 

38.7 
 
 
 
 
 
 
 
 

５１，９２１ 
 
 
 

９，４５５ 
６，２６６ 

１７，１７５ 
１３７ 

１，５１７ 
７，７４３ 
２，０３０ 

35.8 
 
 
 
 
 
 
 
 

１，１０３ 
 
 
 

１，０９０ 
４８２ 
６８ 

△    ５２ 
△     ９ 
△ ２８２ 

２９９ 
 
２ 
 
 
 
 
３ 

有 形 固 定 資 産 合 計 
無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 
ソフトウェア仮勘定 
そ の 他 
無 形 固 定 資 産 合 計 

投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
出 資 金 
関 係 会 社 出 資 金 
長 期 貸 付 金 
関係会社長期貸付金 
長 期 前 払 費 用 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

４５，９２４ 
 

１，８５０ 
３２５ 
１４６ 

２，３２２ 
 

２０，４４２ 
７，７２１ 

５３１ 
３７０ 

２，６６６ 
３，３０６ 

１２５ 
８６０ 

△   ２８９ 

33.5 
 
 
 
 

1.7 

４４，３２７ 
 

２５８ 
１，８１７ 

１７４ 
２，２５０ 

 
２６，３３７ 
１１，５３７ 

５３７ 
２９５ 

３，０４１ 
３，９８２ 

１２６ 
９０４ 

△   ２０３ 

30.6 
 
 
 
 

1.5 

１，５９６ 
 

１，５９２ 
△ １，４９１ 
△    ２８ 

７１ 
 

△ ５，８９４ 
△ ３，８１５ 
△     ６ 

７４ 
△ ３７５ 
△ ６７６ 
△     ０ 
△    ４３ 
△    ８５ 

 投資その他の資産合計 ３５，７３６ 26.1 ４６，５６０ 32.1 △１０，８２３ 
 固 定 資 産 合 計 ８３，９８３ 61.3 ９３，１３８ 64.2 △ ９，１５５ 

資 産 合 計 １３７，００８ 100.0 １４５，０５９ 100.0 △ ８，０５１ 
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（単位：百万円） 
当  期 

(平成15 年3 月31 日現在) 
前   期 

(平成14 年3 月31 日現在) 
増  減 
（△印減） 

        期  別 
 
  科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 
 
Ⅰ 

〈 負 債 の 部 〉 
流 動 負 債 

買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１年以内返済予定の 
長 期 借 入 金 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
前 受 金 
預 り 金 
賞 与 引 当 金 
そ の 他 

 
 

８，２１０ 
１８，０１０ 

 
４，２５７ 
４，２１０ 
３，４１８ 

４６ 
３１３ 
１２ 

４５８ 
９７５ 
１１０ 

 
% 

 
 
 
 
 
 

 
 

８，５３１ 
２０，６２０ 

 
４，３６９ 
２，６３０ 
３，６３６ 

９４６ 
２９３ 
１０ 

１７０ 
９８０ 
１１３ 

 
% 

 
 
 
 
 

 

 
 

△   ３２１ 
△ ２，６１０ 

 
△   １１２ 

１，５８０ 
△   ２１７ 
△ ８９９ 

２０ 
２ 

２８８ 
△     ５ 
△     ３ 

 
Ⅱ 

流 動 負 債 合 計 
固 定 負 債 

長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
役員退職慰労引当金 

４０，０２５ 
 

１０，６３９ 
１，９４０ 

７２１ 
１９７ 

 29.2 
     
 
 
 
 

４２，３０２ 
 

１２，３４８ 
２，５１８ 
１，３０２ 

２０２ 

 29.1 
     
 
 
 
 

△ ２，２７６ 
 
△ １，７０８ 
△   ５７７ 
△   ５８０ 
△     ４ 

 固 定 負 債 合 計 １３，４９９  9.9 １６，３７１  11.3 △ ２，８７２ 
５３，５２４ 

 
 

－ 
－ 
－ 

 
－ 
－ 
－ 
－ 

５８，６７４ 
 

 
１２，４６０ 
９，７０１ 
３，１１５ 

 
５０，２８１ 

１ 
５０，２８０ 
７，１６１ 

 40.4 
 

 
8.6 
6.7 
2.1 

 
 
 

△ ５，１４９ 
 

 
－ 
－ 
－ 

 
－ 
－ 
－ 
－ 

 
 
 

Ⅰ 
Ⅱ 
Ⅲ 
Ⅳ 
 
 
 
 
 

Ⅴ 
Ⅵ 
 

Ⅰ 
Ⅱ 
 
 

Ⅲ 
 
 
 
 
 
 
Ⅳ 
Ⅴ 
 

負 債 合 計 
 
〈 資 本 の 部 〉 
資 本 金 
資 本 準 備 金 
利 益 準 備 金 
そ の 他 の 剰 余 金 
任 意 積 立 金 

海外投資等損失準備金 
別 途 積 立 金 

当 期 未 処 分 利 益 
そ の 他 の 剰 余 金 合 計 
その他有価証券評価差額金 
自 己 株 式 
 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 
資 本 剰 余 金 合 計 
利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金 
任 意 積 立 金 

海外投資等損失準備金 
別 途 積 立 金 

当 期 未 処 分 利 益 
利 益 剰 余 金 合 計 
その他有価証券評価差額金 
自 己 株 式 
資 本 合 計 

－ 
－ 
－ 

 
１２，４６０ 

 
９，７０１ 
９，７０１ 

 
３，１１５ 

４０，２８０ 
０ 

４０，２８０ 
１４，３２２ 
５７，７１７ 
３，６５６ 

△    ５２ 
８３，４８３ 

 39.1 
 

 
－ 
－ 
－ 

 
 
 
 

         
－ 
－ 
－ 

         
9.1 

 
 

7.1 
 
 
 
 

 
 
 

42.1 
2.6 

△0.0 
60.9 

５７，４４２ 
４，７４３ 

△ １，０７７ 
 

－ 
 

－ 
－ 

 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

８６，３８５ 

39.6 
3.3 

△0.7 
 

－ 
 
 

－ 
 
 
 
 
 
 

－ 
－ 
－ 

59.6 

－ 
－ 
－ 

 
－ 

 
－ 
－ 

 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

△ ２，９０２ 

負 債 ・ 資 本 合 計 １３７，００８ 100.0 １４５，０５９ 100.0 △ ８，０５１ 
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（２）損益計算書 
（単位：百万円） 

当    期 

自平成 14 年４月１日 

至平成 15 年３月 31 日 

前    期 

自平成 13 年４月１日 

至平成 14 年３月 31 日 

 

増 減 

（△印減） 

 

       期 別 

科 目 

 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

 

売 上 高 

売 上 原 価 

売 上 総 利 益 

 

84,036 

56,830 

27,206 

％ 

100.0 

67.6 

32.4 

 

84,026 

57,331 

26,694 

％ 

100.0 

68.2 

31.8 

 

10 

△   501 

511 

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

22,492 

4,713 

26.8 

5.6 

21,896 

4,797 

26.1 

5.7 

596 

△    84 

営 業 外 収 益 

 受取利息及び配当金 

そ    の    他 

営 業 外 費 用 

 支  払    利    息 

 そ    の    他 

経 常 利 益 

1,928 

1,179 

748 

1,312 

472 

839 

5,328 

2.3 

 

 

1.6 

 

 

6.3 

1,316 

745 

570 

1,798 

549 

1,248 

4,316 

1.6 

 

 

2.1 

 

 

5.1 

611 

434 

177 

△   485 

△    76 

△   409 

1,012 

特 別 利 益 

特 別 損 失 

税 引 前 当 期 純 利 益 

3,742 

6,884 

2,187 

4.5 

8.2 

2.6 

826 

2,778 

2,364 

1.0 

3.3 

2.8 

2,916 

4,105 

△   176 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

450 

385 

0.5 

0.5 

1,115 

△   207 

1.3 

△0.3 

△   665 

593 

当 期 純 利 益 

前 期 繰 越 利 益 

利益による自己株式消却額 

1,352 

15,929 

2,959 

1.6 

 

 

1,456 

8,157 

2,452 

1.7 

 

 

△   104 

7,771 

506 

当 期 未 処 分 利 益 14,322  7,161  7,161 
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（3）利益処分案 

（単位：百万円） 
当    期 

自平成14年４月１日 
至平成15年３月31日 

前    期 
自平成13年４月１日 
至平成14年３月31日 

 
増   減 
（△印減） 

       期    別 

 
科    目 

金   額 金   額 金   額 
    

当 期 未 処 分 利 益 １４，３２２ ７，１６１ ７，１６１ 
海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 取 崩 額 ０ ０ △     ０ 
別 途 積 立 金 取 崩 額 － １０，０００ △１０，０００ 

計 １４，３２２ １7，１６１ △ ２，８３９ 
    

これを次のとおり処分いたします。    
利 益 配 当 金 １，１６６ １，１９７ △    ３０ 

( １ 株 に つ き ) （６円００銭） （６円００銭）  

取 締 役 賞 与 金 ３５ ３５ － 
計 １，２０１ １，２３２ △    ３０ 
    

次 期 繰 越 利 益 １３，１２０ １５，９２９ △ ２，８０８ 
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重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 
（１）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 
（２）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 
（３）その他有価証券 

時価のあるもの…決算日前１ヵ月の市場価格の平均に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 
時価のないもの…移動平均法による原価法 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 
時価法 
但し、金利スワップ取引及び金利オプション取引については、原則として繰延ヘッジ処

理によっておりますが、特例処理の要件を満たすものについては、特例処理によっており

ます。 
３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法 
４．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 

建物（建物附属設備を含む）…定額法 
上記以外         …定率法 
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 
（２）無形固定資産 

定額法 
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。 
５．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 
（２）賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。 
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（３）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づいて計上しております。 
過去勤務債務は、その全額を発生年度に処理しております。 
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間による

定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 
（４）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく必要額を計上しております。 
６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
７．ヘッジ会計の方法 
（１）ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。 
なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引及び金利オプション取引につい

ては特例処理によっております。 
（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 
金利スワップ 借入金 
金利オプション 借入金 

（３）ヘッジ方針 
変動金利の借入債務を固定金利に変換することによって、金利上昇リスクを回避し、調

達コストの低減化を図り、キャッシュ・フローを固定化するため、金利スワップ取引及び

金利オプション取引を行っております。なお、当該取引は社内管理規程に従って行ってお

ります。 

（４）ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の

累計を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎として、ヘッジ有効性を評価しておりま

す。但し、特例処理によっている金利スワップ及び金利オプションについては、有効性の

評価を省略しております。 

８．消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 
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会計方針の変更 
 
１．有価証券の時価の算定方法 

その他有価証券に付すべき時価は、従来、決算日の市場価格等に基づき算定しておりました

が、当事業年度から決算日前１ヵ月の市場価格の平均に基づき算定する方法に変更いたしまし

た。この変更は、当社のその他有価証券の保有目的等に鑑み、最近の市場における短期的な価

格変動を当該時価に反映させることは適切でないと判断し行ったものであります。この変更に

より、従来の方法に比し、投資有価証券が１０８百万円、その他有価証券評価差額金が３９百

万円、繰延税金負債が２６百万円、税引前当期純利益が４２百万円それぞれ増加しております。 
 

２．たな卸資産の評価方法 
たな卸資産の評価方法は、従来、移動平均法を採用しておりましたが、当事業年度から総平

均法に変更いたしました。この変更は、全社的な情報システムである基幹業務統合パッケージ

（ＥＲＰ）の導入を機に、事務処理の合理化を図るとともに、月次における操業度及び製造費

用等の一時的な変動による在庫評価への影響を排除して、より適正な期間損益を算定すること

を目的として行ったものであります。なお、この変更が当事業年度の財務諸表に与える影響は

軽微であります。 
 
３．自己株式及び法定準備金取崩等会計 

当事業年度から「企業会計基準第１号 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成 14 年 2 月 21 日）が適用されるため、同会計基準によっておりま

す。この変更が当事業年度の損益に与える影響はありません。なお、財務諸表等規則の改正に

より、当事業年度における貸借対照表の資本の部につきましては、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。 
 

４．１株当たり当期純利益に関する会計基準等 
   当事業年度から「企業会計基準第２号 １株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成 14 年 9 月 25 日）及び「企業会計基準適用指針第４号 １株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 14 年 9 月 25 日）が適用され

るため、同会計基準及び適用指針によっております。 
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注記事項 
 
 
（貸借対照表関係） 
                     （当  期）       （前  期） 
１.有形固定資産減価償却累計額     １１５,９２２百万円   １１２,５７０百万円 
２.保証債務                ４,９２５百万円     ８,９６３百万円 
３.発行済株式数の減少の内訳 
   自己株式の消却 消却株式数      ８,０００千株      ６,５６２千株 
           株式の取得価額    ２,９５９百万円     ２,４５２百万円 

 

 

（損益計算書関係） 

1．特別利益・特別損失の内訳 
 
特別利益 

     （当  期） 
 

 （前  期） 
 

知的財産権譲渡益      １,６５９百万円   

関係会社株式売却益  １,３３８百万円   

投資有価証券売却益 ６８９百万円      ８２６百万円 

固定資産売却益 ５５百万円   

特別損失           

投資有価証券等評価損  ３,７９７百万円  １,０１３百万円 

関係会社株式売却損  １,７９４百万円   

固定資産除却売却損 ６７８百万円 ５９６百万円 

投資有価証券売却損 ３１４百万円   

棚卸資産評価損 １４１百万円   

関係会社株式消却損 ８６百万円 １００百万円 

貸倒引当金繰入 ７１百万円 １３百万円 

貸倒損失   １,０４５百万円 

関係会社株式評価損  １０百万円 

   

 

                      （当  期）       （前  期） 

２．研究開発費の総額            ６,０５６百万円     ５,８５２百万円 
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①有価証券（子会社株式及び関連会社株式） 
  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。                           
 
 

②税効果会計 

 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳             （単位：百万円）      
                                                                                  

 
繰延税金資産 

 当      期                        
（平成15年３月31日現在） 

賞与引当金      332   
退職給付引当金      291   
未払費用      199   
投資有価証券等評価損      162   
役員退職慰労引当金      79   
製品評価損      58   
未払事業税      16   
その他      31   
繰延税金資産 合計      1,172   
          
繰延税金負債 
その他有価証券評価差額金 
その他 

      
△2,482 
 △   0 

 

繰延税金負債 合計      △2,482  
繰延税金負債の純額      △1,309   
  

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、地方税法の改正（平成16年4月1日以降開始事業
年度より法人事業税に外形標準課税を導入）に伴い、当期における一時差異等のうち、平成16年3月末までに解消が予
定されているものは改正前の税率、平成16年4月以降に解消が予定されるものは改正後の税率であります。この税率の
変更により、当期末の繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が62百万円減少し、当期費用計上さ
れた法人税等調整額が17百万円増加しております。 
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２．役員の異動 
（平成１５年６月２７日付予定） 

 
 
 

１．代表者の異動 
氏名 

（生年月日） 新役職名 現役職名 

天野 宏 
（昭和 13 年 4 月 7 日生） 

代表取締役会長 代表取締役社長 

田中 宏 
（昭和 16 年 9 月 23 日生）

代表取締役社長 代表取締役専務取締役 企画担当 

 
２．その他の役員の異動 

 (1) 新任予定取締役 

取締役 化学品事業部長 新井邦夫（現 化学品事業部長） 
取締役 研究開発副本部長 重田昌友（現 研究開発副本部長） 

取締役 企画本部長 岩崎隆夫（現 企画本部長） 

 
 (2) 退任予定取締役 

代表取締役常務取締役 國分可和（特別顧問 就任予定） 

常務取締役 鶴泉隆治（特別顧問 就任予定） 
取締役 甲藤卓之（理事   就任予定） 

 

 (3) 昇任予定取締役 
代表取締役副社長 加治久継（現 代表取締役専務取締役） 

代表取締役専務取締役 内山正樹（現 代表取締役常務取締役） 

常務取締役 冨澤藤利（現 取締役） 
 

 

                            
 

以上  




